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＜2017年度 第2四半期決算のポイント＞

資⾦回転型物件の販売や鉄道運賃収⼊の増加など
全セグメントで増収となり、
【営業収益】は１７１億円増収の５，６５３億円、
【営業利益】は ７０億円増益の ５１４億円で、
第2四半期としては過去最⾼の営業利益となった。

【当期純利益】は営業増益などにより、
２６億円増益の３６９億円を計上した。
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＜2017年度 業績予想のポイント＞

第２四半期に不動産販売が増加したことで対前年で⼤幅増益となっ
た。

事業は全体的には増収傾向にあり、ホテル・リゾート事業に
ついては伸び悩みの傾向があるが、しっかり前進させていく。

現時点では業績予想は据え置くものの、期初予想を上回る利益
を⽬指していく。
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＜経営計画の重点施策「安⼼感と満⾜感のより⼀層の充実」＞

当社は現⾏中期経営計画における４つの重点施策の１つとして、
「安⼼感と満⾜感のより⼀層の充実」を掲げており、これは
鉄道を中⼼に「安⼼・安全」を基盤として「快適さ・便利さ」を追
求していくことで、沿線価値の維持向上を⽬指すものである。

「安⼼・安全」の⾯におけるホームドア整備については、
2027年完了という当初の予定から計画を前倒し、2019年度中の完
了を⽬指している。
⽥園都市線では、ホームドア整備において課題となっていた
６ドア⾞両の４ドア⾞両への置き換えが完了したことにより、
本格的に整備に着⼿している。

「快適さ・便利さ」の⾯では、遅れ等でご迷惑をおかけしている
が、これについても抜本的に解決するべく、増発や⼤井町線に
おける⾞両増結などのハード⾯での輸送⼒増強に加えて、
通勤時間帯の分散化などの様々なソフト⾯の施策もあわせて実施し
ており、これらを深化させていく。
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＜ 経営計画の重点施策「沿線開発と不動産事業の更なる推進」＞

同じく４つの重点施策の１つとして、「沿線開発と不動産事業の更な
る推進」を掲げている。

沿線を集中的に活性化させるべく、渋⾕再開発や南町⽥のような⼤規
模開発だけでなく、沿線価値向上に向けて様々な取り組みが進捗して
いる。

今後も地元の皆様のニーズを汲み取り、魅⼒ある沿線の拠点を創出
し、さらなる地域活性化を進めていく。
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＜渋⾕キャスト＞

４⽉２８⽇に開業した「渋⾕キャスト」は開業時から
オフィスは満室稼働でスタートしている。

開業以来、好調に推移しており、渋⾕と原宿を結ぶ拠点とし
て新たな⼈の流れも創出している。
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＜渋⾕ストリーム＞

２０１８年秋に開業予定の渋⾕ストリームについては、順調
に⼯事が進捗している。

テナントリーシングについても順調に進捗しており、
１００％稼働でスタートできると考えている。
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＜渋⾕スクランブルスクエア＞

２０１９年度に開業予定の渋⾕スクランブルスクエアについ
ても、建設⼯事・テナントリーシングともに順調に進捗して
おり、本社移転をリリースされたミクシィ様を始め、
多くの企業に興味を持っていただいている。



＜経営計画の重点施策
「ライフスタイル＆ワークスタイル・イノベーションの推進」＞

同じく４つの重点施策の１つとして、
「ライフスタイル＆ワークスタイル・イノベーションの推進」 を掲
げている。
「ライフスタイル・イノベーションの推進」においては、
より豊かな⽣活環境を沿線にお住いの⽅々にお届けするために
当社に何ができるか、を追求している。

そういった視点から、「暮らしのIoT」サービスの実現を
⽬指して、業界の垣根を越えた企業連合である
「コネクティッドホーム アライアンス」を設⽴した。
「暮らしのIoT」サービスの具体的な施策として、
現在「スマートセキュリティ」「インテリジェントホーム」といっ
た事業を進めている。

多くの企業がこのアライアンスに参加することでオープンな競争が
うまれ、その中で各社のデバイスやサービスが連鎖的に繋がること
で⼤きな付加価値が⽣まれる。
それをお客様にお届けすることが当社の使命であり「選ばれる
沿線」に繋がっていくと考えている。
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＜経営計画の重点施策
「ライフスタイル＆ワークスタイル・イノベーションの推進」＞

「ワークスタイル・イノベーションの推進」においては、
お客様に対しては、成⻑産業サポートとしての交流施設や
サテライトオフィスの整備や、早起きキャンペーンの実施など、多
様なワークスタイルに対応した新しい働き⽅を提案していく。

また、当社社員に対しては、社内企業家育成制度、時間や場所に捉
われない働き⽅をサポートする制度、ダイバーシティを推進するた
めの制度など、創造性が⾼まり、働きやすい環境の整備を
通じて、労働⽣産性の向上を図るとともに、将来的には
「東急モデル」の働き⽅を社会に発信していきたいと考えている。
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＜経営計画の重点施策「グループ経営資源を活かした
新たな取り組み」〜リテール事業の取り組み〜＞

同じく４つの重点施策の１つとして、 「グループ経営資源を
活かした新たな取り組み」を掲げている。

このうちリテール事業においては、直近にリニューアルした
みなとみらい東急スクエア、静岡東急スクエアには多くのお客様に
ご来店いただき、順調に効果が出ている。

このように、既存の物件を顧客のニーズに合わせて改装し、
また、東急ストアでは需要のある地域を⾒定めて、ドミナント
戦略として⼩型店舗の出店を今後も続けていこうと考えている。

東急百貨店については、リニューアルで保育園やニトリを⼊れて収
益構造を改⾰しながら、売上げより利益を確保する施策に取り組ん
でいる。

また、ＥＣ拡⼤への対応も急ピッチで進めている。
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＜経営計画の重点施策「グループ経営資源を活かした
新たな取り組み」〜伊⾖エリア活性化への取り組み〜＞

伊⾖地⽅において、東急グループが協調し合って新たな価値を
創造し、伊⾖の活性化につなげるべく、伊⾖観光列⾞
「ザ・ロイヤル・エクスプレス」を７⽉から運⾏開始している。

その他にも、下⽥東急ホテルのリニューアルを始め、さまざまな
組み合わせで伊⾖エリアの活性化を図っている。
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＜新事業へのチャレンジ＞

現経営計画期間では、既存事業を着実に進捗させるとともに、
ベンチャー企業との連携や、これから成⻑していく事業など
様々な取り組みを始めている。

新たな事業にチャレンジすることによって、当社やグループの
社員が、起業家精神やチャレンジの意識を⾼めることにつながると
期待しており、今後も積極的に取り組んでいきたい。
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＜⻑期ビジョン達成までの道筋＞

現中期経営計画期間は、将来の⾶躍に向けた”STEP”の期間と
位置付けているが、数値⽬標・事業共に順調に達成できている。

⼤規模プロジェクトも進捗していく次期中期経営計画や、
2022年の100周年における”JUMP”に向けて、これらを継続してい
く。

経営資源としての「顧客接点」「ネットワーク」を
「組み合わせ」ることで、新たな付加価値を創造し続けていく
ことも重要である。

23


